
  
 

 

畜産物の需給・流通関係ヒアリング御協力者の概要 

 

廣岡 誠二 （所属）全国農業協同組合連合会 畜産総合対策部 

 （役職）次長 

 

 

【「全国食肉センター協議会※」の概要】 

（※農協系統産地食肉センターや県経済連、全農などを会員とする協議会） 

・設立年  1972 年３月  

・食肉処理施設数 34  

・年間取扱頭数 牛 412 千頭 豚 5,976 千頭 （2022 年度） 

 

 

【組織の概要・特色】 

 ○ＪＡグループでは、本会や農協系統産地食肉センターなどを会員

とする「全国食肉センター協議会」を通じ、食肉センター間の連

携強化や従業員の技術、品質・衛生管理の向上を図っている。 

 ○また、1973 年に畜産振興事業団（当時）とともに「全国食肉学

校」を設立し、食肉業界に携わる人材の育成に取り組んでいる。 

 ○本会は 2022 年４月に専任部署として「食肉事業対策室」を設置

し、食肉処理施設を含めた持続可能な畜産事業の方向性の立案に

あたっている。 

資料９ 



当資料には、全国農業協同組合連合会が保有する内部情報が含まれているため、利用・保管などの取り扱いは、十分にご注意ください。
なお、当資料に含まれる情報は、全国農業協同組合連合会の資産であり、本案件以外の目的に利用することはできません。

食肉処理施設の現状と課題

令和6年5月24日（金）

全国農業協同組合連合会
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２．家畜が食肉になるまで
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生体 → 枝肉 → 部分肉 →（精肉）を経て可食部へ整形されていく
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３．食肉処理施設の稼働状況

全国各地で食肉供給基地として食肉センターが稼働

国内にある食肉処理施設 ・・・

うち ＪＡグループが出資している
食肉センター・・・

うち 農協系統産地食肉センター ・・・

１６４か所

５３か所

３７か所

「厚生労働省 令和５年8月３日 と畜・食鳥検査等に関する実態調査の結果について」を基に本会作成

ＪＡグループする食肉センター53か所のうち、

ＪＡグループの出資比率が過半以上を占めるなど、

 いわゆる経営責任を有する食肉センターのこと

※令和6年2月時点の稼働施設数

農協系統産地食肉センターとは
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４．食肉センターが直面する課題

食肉センターの持続可能性に黄色信号

山積する課題

食肉センター

要員の不足

食肉センターを支える技術者の不足 老朽化による施設更新が待ったなし

生産基盤の縮小

による稼働率低下

国際水準の工程管理

への対応

施設老朽化

建築費用の高騰

収益源が限定的で

収支が不安定
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５．要員の不足への対応

全国食肉学校（※）にお
いて、食肉業界に携わる
人材を育成しており、こ
れまでに2,668名の人材
を輩出

自動処理可能な機械の導入
により、作業工程の一部省
力化

と畜・解体・脱骨・整形には経験と技術が必要

全国食肉学校での実習

個体差（体型・体格）

に合わせた
骨を残さないよう
安全でスピーディな

取引先の要望 (カット 

規格)に合わせた

技術者に支えられている食肉加工
（技術が必要＝機械化が困難）

ロボット導入による省人化

経験・技術により肉の価値が左右される 要員不足解決の決め手がない

それでもなお

写真提供：前川製作所

脱骨と畜・解体 整形

※1973年にＪＡグループと畜産
振興事業団（当時）で設立

要員不足解決のために・・・

豚もも部位自動除骨ロボット

技術者の育成
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６．施設老朽化への対応

多くの施設で老朽化がすすんでいるが、施設更新には課題が山積

農協系統産地食肉センター37か所のうち、

築30年以上のセンターが25か所にのぼる

巨額の投資に対し、回収ができない

＝ 持続的な経営が見通せない

高額な建設費（巨額の減価償却費）

不安定な稼働

限られた収入源

食肉センターの収入源は
と畜料・加工料などの作業
料に限られる

更新が
急務
だが…

25

12

築年数別工場数

●築30年未満 ●築30年以上 （令和6年2月時点）

集荷頭数に左右されるため施
設の稼働率が不安定

円安やウクライナ危機など
の影響により、建設費は10
年前に比べて３割以上高騰



－7－ © 2024 ZEN-NOH

７．国による食肉処理施設への支援措置

出典：農林水産省 令和6年度当初予算 食肉流通構造高度化・輸出拡大事業PR版
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８．再編整備事例の紹介 ～静岡県食肉センター～

浜松市食肉
地方卸売市場

⚫ 築   41年
⚫ 処理頭数

牛：  3,000頭
豚：97,000頭

ＪＡ静岡経済連
小笠食肉センター

⚫ 築   55年
⚫ 処理頭数

牛：  6,000頭
豚：124,000頭

菊川市
浜松市

静岡県食肉センター

⚫ Ｒ８年度稼働予定
⚫ 処理頭数（目標値）
牛：    9,000頭（稼働率73%）
豚：174,000頭（稼働率84%）

廃止

Before

国庫補助事業を活用

※築年数・処理頭数は概数

再編計画のあらまし

⚫全体事業費 120 億円

→約8割を国・県・関係市町村

が公的支援

⚫整備概要

①牛と畜・解体施設･･･増築・改修

②牛部分肉加工施設･･･既存

③豚施設 ･･･新設

 （と畜･解体･部分肉加工）

指定管理者
と畜・加工業務

指定

駐在：民間事業者
集荷・荷受・販売業務

①１施設に再編

②輸出対応機能を実装

牛：対ベトナム
豚：対シンガポール

静岡県食肉センター
（公設民営）

設置：静岡県
（公営企業）

After

再編整備

輸出対応

静岡県 静岡県
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9．施設の再編に向けた課題

Ａセンター

施設の規模が大きくなる
新Ａ食肉センターの雇用確保

集約 集約

新Ａ食肉センターへ出荷する
運賃の増高

更新

新Ａ食肉センター

Ｂセンター

県をまたぐ場合、県行政間
の調整も必要

Ｃセンター

再編実現までの課題も多いが、地域全体の視点から解決を図る必要
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2008年 2022年

19の国・地域

１０．輸出対応型施設の整備事例～飛騨食肉センター～

欧米輸出に向けた取り組みを強みに変えて差別化を実現

2002年 牛専用の食肉処理施設として稼働開始

2010年 香港・タイ・マカオへの初輸出
2015年 ＥＵへの初輸出
2016年 米国への初輸出
2018年 豪州への初輸出
2021年 輸出に取り組む優良事業者表彰

  「農林水産大臣賞」受賞

飛騨食肉センターの輸出対応の歩み

「国内需要の頭打ち」と「海外需要の増加」を背景に、
生産から輸出まで産地で一体となり、輸出を活用し
た飛騨牛のハイブランド化を目指す

動物福祉の向上
～相手国要求事項への対応～

取り組みのポイント

海外ニーズへの対応
～部位別への小割加工～

高度な衛生管理
～賞味期限100日を実現～

輸出を目指した背景

輸出認定先

国内の価格競争に巻き込まれない
「飛騨牛」の地位を確立

0.3㌧

輸出量は
270倍に増加

80㌧・加工処理の手間が増加する分、加工料金
に反映させることで収益が向上

・職員の技術・知識レベルが向上

・海外での販売可能期間を延長
・国内外に「飛騨牛」の安全性と高品質
を証明

・牛のストレスを減らす取扱法の実践
・ＥＵ、米国、豪州への販路開拓を実現
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１１．輸出対応機能の整備に向けた課題

〇輸出相手国が求める水準

（施設構造・設備）への対応

〇懸垂放血やアニマルウェ

ルフェアなど、輸出相手

国が求める対応

〇家畜疾病の発生や薬物の残
留による輸出停止

（足元では豚熱発生・ワクチ
ン接種による輸出停止）

建築費の増嵩 輸出停止リスク施設運用の変更

輸出対応機能の強化には様々な課題が派生するが、解決を図る必要

ＡＷ
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１２．食肉センターの持続可能な機能発揮に向けて

加工

と畜・解体
（食肉センター）

流通
量販店
外食

eコマース
消費

食肉センターが機能不全に陥ると畜産バリューチェーンが全体が滞ってしまう

生産

輸出

食肉センターの課題は施設固有の課題ではなく、
わが国の食料安全保障の根幹にかかわる課題

食肉へ変換

食肉センター問題は畜産バリューチェーン全体の問題として捉える必要






